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　90年代後半一今日まで、SNAべ・一一一Lスでの日本の家計貯蓄率は著しく低下した。他方、「家計調
査」を見る限り、勤労者世帯に限ってみるならば、貯蓄率の低下は見られない。両者の数値上の
ギャップに対しては、帰属家賃の問題が従来から指摘されている。また、高齢化の進展との関係
で、分布統計上の問題が注目を集めている。それ以外の要因として、保険料と住宅ローンに対す
るSNAと「家計調査」での扱いと差が考えられる。
　SNAデータにおける家計貯蓄率の低下に関わる問題としては、保険契約者に帰属する財産所得
（契約時の予定利率に基づく帰属分配）の近年における低下傾向が一つの要因である。この保険
契約者に帰属する財産所得は、保険会社が家計に対して直接支払われるものではなく、保険会社
が産出するサービスを契約者が購入するという社会会計上の枠組みから行われる一種の操作であ
り、それだけに損益計算書等の保険会社の会計情報の検討なくして、その実態に接近することは
できない。
　2008年度における研究結果から得られた重要な結論は、以下のような点である。
　近年における生命保険会社の経営実態は、長期の保険契約から発生する「利差損」（資産運用の
収益率く予定利率）を「死差益」（保険契約の寿命の伸びによる保険金支払の低下）によって穴埋
めすることによって、その経営が支えられている。こうした「死差益」（契約者から見ると「死差
損」）は、本来的には、契約の変更すなわち保険料の低下という形で契約者に還元されるべき性格
のものであるが、既存の保険契約の多くは極めて長期の契約であり、契約の変更は予定利率の低
下を伴うことから、単純に契約の変更が支払保険料の低下とはならない。結果として、保険契約
が長期であればあるほど、契約の変更は行われず、結果として保険会社の「利差損」と「死差益」
とが温存される結果となっている。
　このことは、「家計調査」に対しては、貯蓄率の上昇を招くものであるのに対し、SNAに対して
は、貯蓄率を変化させない力として働く。すなわち、両者の変動の相違を説明できるが、SNAデ
ータでの家計貯蓄率の低下要因としては大きなものではない。貯蓄率の変動要因としては、保険
契約そのもの内容、死亡保険と生存保険（年金など）の絶対額や構成の変化といった要因がむし
ろ家計貯蓄率の変化には大きく影響しているが明らかになった。
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